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常的一定期間)に基づいて r期間製品J (Periodenleistung) と「期間原価」
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組別製品 直接作業時間 配賦率 自己 賦傾
A組 (No.S -10) 200 100 20.000 
B組 (No.T -15) 500 100 50.000 
Cネ且 (No. W -20) 300 100 30.000 








一寸五而 =100fIl (iIJ妾作業 1時間三iたり配H比率)
原価管理目的のたこの組別総合原価計算を採用している企業が，さらに，




































































































































































































































































































































表 (dill of material) ・作業手順表 (routecard) などのいわゆる仕様書 (sp-









ったとする O ところが，それにもかかわらず，実際には 105枚使用されたこ























働用益の消費数量の管理，つまり物量管理 (physical control) に役立つとい
うことである O
[追記]
ケルン学派 (Kolner Shule)の学者のいうように，その原価計算が.個別原
価計算に属するか，それとも総合原価計算形態の原価計算に属するかの区別は，
その中間過程の計算手続きにあるのではなくて，製品の単位原価が，付加計算
法によって算定されるか，それとも分割計算法によって算定されるかによって
区別されるべきである。そうした意味では，組別総合原価計算において，原価
要素が製造指図書番号を指標に集計されたとしても，総合原価計算の性格を損
なうことはな Po というのは，組別総合原価計算では.中間過程の計算手続き
がどのようであれ.製品の単位原価が分割計算法によって算定されるからであ
る。
